
１　対象地区の現状

①地区内の耕地面積 ha

②地区内の農業振興地域の農用地面積 ha

③アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 ha

④地区内において７０才以上の農業者の耕作面積の合計 ha

ⅰ うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 ha

ⅱ うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 ha

⑤地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 ha

（備考）

２　対象地区の課題

３　対象地域内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

しており、高齢化・後継者不足が進んでいる。

・中心経営体へ農地を集積する際は、農地中間管理事業を活用する。

・アンケートに回答した約半分の農家は、１０年以内に離農や規模縮小する意向であり、これらの農地を円滑に

・アンケートに回答した農家の半数が７０歳以上で、且つ約９割は「後継者がいない」「決まっていない」と回答
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・現在、地域内の水田の約８割は他の地区からの入作者が耕作している。
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れを促進する事で対応する。

・地区内で中心経営体となる担い手の育成・確保が課題である。

中心経営体に集積する必要がある。

・地区の農地利用は入作している認定農業者４経営体が中心となって担うほか、新規就農者や法人の受け入
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

〇農地中間管理機構の活用方針

○作物に関する取り組み

基本的に中心経営体が土地利用型作物(水稲）に取り組む。

とができるように、機構を通じた賃貸借契約を進める。

　中心経営体が病気やけが等の事情で営農の継続が困難になった場合は、新たな受け手が貸し替えを進めるこ


